　第2次玉名市男女共同参画計画に掲げる指標達成実施状況報告
【平成29年度】（5年目）
	№
	項　目
	現　況
（最新）
	最終年度（29年度）目標
	平成29年度の実施状況
	担当課

	1
	固定的性別役割分担意識（「男は仕事、女は家庭」の考え方）に同感しない市民の割合
	66.8％
（H28）
	持続的に
増加させる
	固定的性別役割分担意識解消に向け、各種啓発講座の中での啓発・周知を実施し、また、市広報誌やホームページにおいて男女共同参画計画に関する基礎的内容を踏まえ、幅広く市民へ周知を行った。今後も多様化・複雑化する社会情勢に合わせ、様々な啓発を必要性がある。
また、年代に応じた啓発を継続的に行うことが重要である。
	人権啓発課

	2
	「男女共同参画社会基本法」の認知度
	16.6％(H28）
	60％
	各種啓発講座の中で「男女共同参画社会基本法」について説明を行った。
固定的な役割分担意識については、徐々に改善傾向にあるが、男女共同参画基本法の認知度については、人権意識の醸成も踏まえ、今後、更なる周知を強化、継続していくことが必要である。
	人権啓発課

	3
	市における審議会等への女性委員の登用目標
	22.8％
（H29）
	35％
	平成29年度までの女性登用年次計画に基づき、すべての審議会ごとに具体的な取り組み目標を掲げている。
また、女性の登用が少ない審議会及び委員構成によって登用率向上が見込まれる場合には積極的な登用を推進し、女性登用努力に向けての協力を呼びかけた。
今後も継続していくことが必要である。

	人権啓発課

	4
	市の女性嘱託員数
	1人
（H29）
	10人
	嘱託員については、行政区住民の総意により、推薦又は選挙された区長に対して委嘱をしているため、目標値達成への直接的な取組みが難しいのが現状である。

	総務課

	5
	「ワーク･ライフ･バランス（仕事と生活の調和）」の認知度
	24.0％
（H28）
	50％
	「ワーク・ライフ・バランス」の実現を図るため、市広報誌及びホームページにおいて、周知・啓発を実施し、女性活躍推進に伴う、働き方や家庭においての意識改革の促しを行った。今後も加速的に変化する社会情勢を的確に把握しながら、周知・啓発を推進することが重要である。
	人権啓発課

	№
	項　目
	現　況

（最新）
	最終年度（29年度）目標
	平成29年度の実施状況
	担当課

	6
	放課後児童健全育成事業（学童保育）クラブ実施数
	14クラブ
	16クラブ
	21小学校区を14クラブでの運営で維持し、児童の放課後健全育成に努めることができた。今後は、学校の統廃合や利用者増等の状況に応じて運営していく。

	子育て支援課

	7
	農家における家族経営協定締結戸数
	556戸

（H29）
	515戸
	認定農業者の認定更新を案内する際に、家族経営協定の案内も併せて行った結果、家族経営協定締結件数は、平成28年度で572件と目標数値を上回った。
平成29年度値は556件。
今後も締結を促していく。

	農林水産政策課

	8
	レディースがん検診の受診率
	子宮頸がん　8.6％
乳がん
　36.9%
	50.0％
	若い世代のため検診の認知度が低い傾向にあり、受診率が低下している。レディース健診無料クーポン券で子宮頸がん29人（8.6％）、乳がん141人（36.9％）が受診。
今後も、受診率向上のため、更なる周知を図る必要がある。

	保健予防課

	9
	早期（妊娠11週以下）での妊娠届出率
	93.0％

(H29)
	95.0％
	妊娠11週以下の届出は横ばいだった。届出が遅いケースは、若年妊婦等複雑な問題を抱えているケースも多いため、医療関係機関と連携しながら、親が安心して出産・子育てができるように、丁寧な関わりを持ち支援した。
29年度から利用者支援事業（母子型）の開始し妊娠や出産に対する相談窓口の啓発に努めた。また、産婦人科医師とネットワーク会議を開催。今後も医療機関と連携し周知・啓発を継続していく。

	保健予防課

	10
	女性消防団員数
	11人

（H29）
	継続して増員を図る
	女性の視点を踏まえた消防団組織づくりを推進したいが、女性消防団員の増員は厳しい状況である。今後も女性消防団の団員確保に努める。

	防災安全課

	11
	市女性職員の管理職登用
	7.7％
(H29)
	10％
	平成29年度の女性管理職は4名。

H29年度目標10.0％→実績7.7％


	総務課



